








きを示し始めた。近年では、2014 年 8 月 29 日
に「子供の貧困対策に関する大綱について」が閣







2014 年 6 月に、国民投票法案の改定が国会にお
いて審議され、憲法改正などに対する投票年齢
が 20 歳から 18 歳に引き下げられることとなり、






























は 2.22 となり、その前年である 1955 年の置換
水準 2.24 を、合計出生率 2.37 が上回っている
状況から逆転が生じた。また、純再生産率も時期
を同じくして1を下回る状況に突入した。その後、
1960 年代後半から 1970 年代初めにかけては、
1966 年の丙午の迷信により合計出生率が 1.58













は、1920 年の 2,368 万人、全人口の 42.3% か
ら、ピークである 1955 年、同 39.1% の 3,489
万人まで、35 年間にわたり増加傾向が続いた。
以後は減少に転じており、2010 年にはピーク時
の 59% となる 2,045 万人、全人口に対する割合
も 16% となり、その 30 年後となる 2040 年に
は、ピーク時の 37%、1,305 万人、同 12.2% と
なることが推計されている。こうした子供人口の
減少に伴い、高齢化の進展とともに、わが国の総
人口は 2010 年に 1 億 2,806 万人とピークを迎
えた。以後、人口減少時代に転じ、2014 年の国
勢調査速報値では総人口が、1 億 2,711 万人とな
り、第 2 次世界大戦後の国勢調査実施以来で初
めて減少が確認された。以後 2040 年にはピーク




















である。1950 年には、平均 4.97 人であった世
帯人員は、40 年後の 1990 年には 3 人を割り込
む 2.99 人となり、2014 年の国勢調査の速報値
では 2.38 人と一段と縮小化が進み必然的に、子
供たちもこうした少人数家族の中で生活していく
こととなった。2010 年の核家族割合は 57.4% と
60% を下回り、核家族化率の低下に合わせるよ
うに、出生数も第 2 次ベビーブーム以降減少が























OECD 諸国の平均 13.3 よりも高く、先進国では




























困率について、1985 年から 2012 年の約 30 年
間をみると両方の率とも上昇トレンドがみられ、






1985 年の 54.5 から、以後多少の変動がみられ












　図表 4 には、1985 年から 2010 年までの親
の年齢階級別の母子世帯数 ( 離死別計 ) の推移を
示した。この表には、20 歳から 55 歳以上まで
の、5 歳階級による母親の年齢階級別の母子世帯
数を示している。世帯数は、1985 年時点におけ
る 20 歳から 55 歳以上の年齢階級を始期として、
その 5 年後ごとに年齢階級を 5 歳ずつ加算した
母子世帯数 ( 離死別計 ) の推移も併せて示してあ
る。母子世帯数は 1985 年の 20 歳から 24 歳階
級が 5 年後の 25 歳から 29 歳階級に移行した時
点で、5.8 倍に増加している。
　以後同様に辿ると、30 歳から 34 歳階級で同
じく 2.5 倍に、35 歳から 39 歳階級で 1.9 倍とな
り、2005 年の 40 歳から 44 歳階級で 1.2 倍とな
り、この年齢階級の始期である 20 歳から 24 歳
時点からの通算 20 年間で、実に 33 倍となって
いる。子育て時期が伴うこの期間は、母子ともに
極めて重要な時期といえる。この間の離死別割合
は、離別が 86.3%、死別が 13.7% であり、同期
間中に死別が 83.5 倍、離別が 28.8 倍となって



































一方で、全体の年金月額が 119 千円であり , 月額

















































































OECD Family Database www.oecd.org/social/family/database。
OECD Income Distribution Database。
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